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防災訓練の結果の概要【防災訓練（緊急時演習）】 

 

  本訓練は，「福島第二原子力発電所 原子力事業者防災業務計画 第２章 第７節」に基づき実施す

るものである。 

 

１．本訓練の目的 

本訓練は，原子力事業者防災業務計画並びに原子炉施設保安規定第１１２条に基づき緊急事態に対

処した総合的な訓練，合わせて同第１７条の２電源機能等喪失時における原子炉施設の保全のための

活動を行う要員に対する訓練を実施し，原子力災害発生時に原子力防災組織があらかじめ定めた機能

を有効に発揮できることを確認する。 

 

（１）福島第二原子力発電所における確認項目 

①短時間のうちに事象が進展し，情報が輻輳する中においても原子力施設事態即応センター（以下，

「本社本部」という。）との連携，情報共有等が適切に行われているかを確認する。 

②短時間のうちに事象が進展し，情報が輻輳する中においても緊急時対策本部内での指揮命令，情

報共有が適切に行われているかを確認する。 

③放射性物質の放出および放射線量が上昇する環境下においても組織が有効に機能し，発電所の事

故収束対応が適切に行われているかを確認する。 

   ④通信環境に障害が発生した場合においても自治体等に対し正確な情報を発信できるかを確認す

る。 

 

（２）本社における確認項目 

 ①休日昼間での発災に伴い，初動における原子力防災要員が少ない状況での対応が出来るかを確認

する。 

②各自治体，緊急事態応急対策等拠点施設（以下，「ＯＦＣ」という。）派遣者との情報連携につ

いて確認する。 

 ③原子力事業所災害対策支援拠点（以下，「後方支援拠点」という。）について，今後拠点の変更

予定場所である浜通り物流センターにて，通信設備等の確認を行い本社本部と連携した対応がで

きるかを確認する。 

 

２．全体概要 

（１）訓練実施日時 

平成２８年１０月２６日（水）１０：００～１６：００ 

※９：００～１０：００に当番者による初動訓練および要員参集時の訓練（以下，「個別訓練」

という。）を実施。 

（２）実施場所 

    福島第二原子力発電所 

    本社本部 
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福島本部 

    後方支援拠点（浜通り物流センター） 

    原子力規制庁緊急時対応センター（以下，「ＥＲＣ」という。） 

 

（３）参加人数 

福島第二原子力発電所：２７９名（社員２７１名，協力企業８名） 

本社本部      ：１８１名（社員１８１名） 

福島本部      ：４４名（社員４４名） 

後方支援拠点    ：１９名（社員：１５名，東北電力２名，日本原子力発電２名） 

ＥＲＣ       ：３名（社員３名） 

 

（４）訓練視察 

①福島第二原子力発電所 

・他事業者による視察：６社 合計６名 

内訳：東北電力（１），中部電力（１），北陸電力（１），中国電力（１）， 

九州電力（１），日本原子力発電（１） 

・自治体による視察：２自治体 合計４名 

内訳：浪江町（２），南相馬市（２） 

②本社 

・他事業者による視察：９社 合計１２名 

内訳：東北電力（１），北陸電力（１），中部電力（１），中国電力（１）， 

四国電力（１），九州電力（１），日本原燃（１），電源開発（１）， 

      リサイクル燃料貯蔵（４） 

 

（５）防災訓練の前提条件 

①シナリオは全プレイヤーに対し非開示（ブラインド訓練） 

②休日昼間での災害発生を想定 

③全号機訓練対象（１～４号機 冷温停止中および全燃料取り出し済み） 

④プラント情報表示システムについては発電所および本社ではＳＰＤＳ訓練モードを使用 

 本社とＥＲＣとの情報共有についてはＥＲＳＳ訓練モードを使用 

⑤発電所から所外への局線加入電話回線使用不能 

⑥防災訓練開始前に実施した個別訓練で，以下の項目を状況付与および実施済み 

・航空機がハイジャックされ，福島県方面へ飛行 

・大規模災害を予想し，第二非常態勢発令（一般災害態勢） 

・休日当番者が要員召集を実施 

⑦通常，航空機の衝突シナリオを実施するにあたっては，外部事象および搭乗者の救出等の対応が必

要となるが，今回は放射性物質放出の原因として設定したためその対応は訓練対象としない 
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（６）防災訓練のために想定した原子力災害の概要 

原子炉建屋への航空機衝突により，原子力災害対策特別措置法（以下，「原災法」という。）第

１５条事象に至る原子力災害を想定する。概要は以下の通り。 

 

①航空機が２号機原子炉建屋に衝突し，建屋上部に開口部が発生 

②航空機衝突に伴い２号機の使用済燃料プール水位低下 

③２号機において火災が発生し，発電所構内に設置しているカメラ等による使用済燃料プールの監

視が不能となる 

→２号機 原災法第１０条ＳＥ３０「使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失」 

 第１次緊急時態勢発令 

④発電所構内において，発電所から所外への局線加入電話回線使用不能（原因不明） 

電力保安通信用電話回線を使用した通報文の送信が不可となる 

⑤航空機衝突により１号機非常用ディーゼル発電機（以下，「Ｄ／Ｇ」という。）および２号機Ｄ

／Ｇが損傷し，１・２号機で全交流電源喪失５分継続 

→原災法第１０条ＳＥ２６「全交流電源の５分以上喪失」 

  ⑥１・２号機全交流電源喪失３０分継続 

→原災法第１５条ＧＥ２６「全交流電源の３０分以上喪失」 

 第２次緊急時態勢発令 

⑦２号機消火作業中の自衛消防隊員が負傷し，汚染傷病者発生 

⑧２号機付近の屋外にて５０μSv/h の放射線量を確認し，その状態が１０分継続 

→原災法第１０条ＳＥ０４「火災爆発等による管理区域外での放射線の放出」 

⑨火災による１・２号中央制御室の環境悪化（温度上昇）による当直員の中央制御室からの退避 

→原災法第１５条ＧＥ５１「原子炉制御室の機能喪失・警報喪失」 

⑩２号機原子炉建屋からの放射性物質の放出により，モニタリングポスト（以下，「ＭＰ」という。）

－６およびＭＰ－７において５μSv/h を計測 

 →原災法第１５条ＳＥ０１，ＧＥ０１「敷地境界付近の放射線量の上昇」 

   ⑪２号機の火災が収まり，使用済燃料プールへの給水回復 

   ⑫２号機屋外および敷地境界の放射線量減少 

⑬２号機放射性物質の放出収束と判断 
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３．実施体制，評価体制 

（１）実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）評価体制 

評価シートを用いて手順の検証や対応の実効性等について自己評価および評価者による評価を実

施した。また，社内および社外の危機管理アドバイザーによる評価を受けた。 

 

４．防災訓練の項目 

防災訓練（緊急時演習） 

 

５．防災訓練の内容 

（１）通報訓練 

（２）原子力災害医療訓練（緊急被ばく医療訓練） 

（３）モニタリング訓練 

（４）避難誘導訓練 

（５）アクシデントマネジメント訓練 

（６）電源機能等喪失時訓練 

（７）その他訓練 

①ＥＲＣプラント班との連携訓練 

②通信機器の操作訓練 

③広報対応訓練 

④後方支援拠点活動訓練 

⑤本社内情報共有の確認 

⑥福島本部による本部運営訓練 

統合原子力防災ネットワーク接続
＋要員派遣 

通報連絡 

 

  

統合原子力防災ネットワーク接続
＋通報連絡

 要員派遣 

福島第二 

原子力発電所 

緊急時対策本部 

社外関係機関 

（自治体：模擬） 

ＯＦＣ 
（模擬） 

福島本部 

 ＥＲＣ 

統合原子力防災ネットワーク接続

技
術
支
援 

通
報
連
絡 

後方支援拠点 
（浜通り物流センター） 

 本社本部 

要員派遣 

要
員
派
遣 

通報連絡 
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６．防災訓練の結果 

 （１）福島第二原子力発電所 

①通報訓練 

  原災法第１０条に基づく通報が，目標時間以内に実施出来るかを確認する。 

 原災法第１０・１５・２５条に基づく通報（ＦＡＸ送信）を目標時間（１５分）以内に実施

した。また，局線加入電話回線が使用できない通報が困難な状況においては，手順に基づき

発電所から本社に社内ＦＡＸにて通報文を共有し，本社から目標時間（１５分）以内に通報

（ＦＡＸ送信）を実施した。 

１１：０６ 局線加入電話回線故障  

１１：１２ ＳＥ３０判断 → １１：２１ ＦＡＸ送信完了（本社対応） 

１１：１３ ＳＥ２６判断 → １１：２８ ＦＡＸ送信完了（本社対応） 

１１：３８ ＧＥ２６判断 → １１：４７ ＦＡＸ送信完了（本社対応） 

 

②原子力災害医療訓練（緊急被ばく医療訓練） 

 汚染傷病者発生に伴う汚染測定や除染などの対応が実施出来るか確認する。 

 自衛消防隊員が２号機原子炉建屋の消火作業中に負傷し，汚染を伴う負傷者が発生したとの

設定で，汚染測定，除染，応急処置の実動訓練を実施した。 

 

③モニタリング訓練 

  放射性物質の放出を想定し，重点監視すべきＭＰの選定およびサンプリングを実施出来るか確認

する。 

 ２号機原子炉建屋開放および火災の発生に伴い，構内および現場活動付近でのモニタリング

を実施した。火災現場周辺の放射線量上昇に伴い風下側のＭＰの監視強化を行い，ＭＰ指示

値上昇後は，ＭＰ付近でのサンプリングおよび測定を実施した。 

 放射性物質の放出が予測される場所へ放射線管理要員を迅速に現場に派遣し，放射線量およ

び空気中における放射性物質の有無について確認を実施した。また，緊急時対策本部に状況

報告を行い，保安班は現場への出向者に対して防護装備に関する周知を行い被ばく管理およ

び汚染管理を実施した。 

 

④避難誘導訓練 

原子力緊急時態勢発令に伴う，協力企業社員などの避難誘導が適切に行われているかを確認する。 

 ２号機の航空機衝突および原子炉建屋開放に伴う避難ルート，避難場所について，火災およ

び放射性物質の影響が最小限になるように選定，並びに誘導員の配置について図上にて確認

した。また，安否確認については協力企業窓口を模擬し，確認漏れをすることなく実施した。 

 火災発生による自衛消防隊の火災現場への誘導を実働で実施した。 
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⑤アクシデントマネジメント訓練（電源機能等喪失時訓練含む） 

 【アクシデントマネジメント訓練】 

全交流電源喪失事象および使用済燃料プール除熱機能喪失事象に伴う水位低下や使用済燃料プ

ール監視不能等の状況に対して，情報共有や指揮命令等の対応を適切に実施できるか確認する。 

 計画班は航空機が２号機原子炉建屋に衝突したことに伴う全交流電源喪失および使用済燃

料プール監視不能状態に対し，周辺の放射線量を用いた使用済燃料プールの水位予測，崩

壊熱予測等の事故進展予測を実施し，継続的な水位低下が無いこと，燃料の損傷までは時

間的余裕があることを緊急時対策本部へ報告した。また，緊急時対策本部は，まずは消火

活動に注力すると言った復旧優先順位付けを実施し活動指示を出した。 

 緊急時対策本部は，航空機の衝突時においても事故状況の情報収集，負傷者の有無，原子

力防災要員の安否確認等，必要な指示を迅速に出し，各機能班からの報告を受けていた。 

また，本部長を補佐する体制を構築し，ＥＡＬの判断を適切に行えた。 

 チャットシステムおよび共通状況図（Common Operational Picture：以下ＣＯＰ）により

基本的な情報は発電所と本社で情報共有した。 

 緊急時対策本部は，適宜ブリーフィングを開催し，情報共有を実施した。また，各機能班

内ブリーフィングも本部ブリーフィング終了後や現場への出向前に実施し，原子力防災要

員が各々現在の状況および実施する作業目標を理解して対応した。 

 本部長以下，各統括および本部スタッフは目標設定会議を実施し，現在のプラント情報，

今後の事故進展予測，今後の復旧戦略，対応優先順位等を決定した。 

 目標設定会議の結果は緊急時対策本部内全体に周知され，原子力防災要員が復旧の方向性

を共有した。 

 目標設定会議における決定事項に対応目標時間が無かったことや決定事項の本社との共有

方法が曖昧である等，会議運営方法の変更が必要な項目を確認した。 

 発電所は本社と情報共有を十分できていると認識し，本社における情報不足に気づかず，

結果として情報の提供が不十分となった。そのため，本社は必要とする情報を入手できな

かった。 

 チャットシステムの一部の情報について，速やかに入力することを優先し入力内容を簡略

しすぎたため，解りづらい情報があった。 

 放射性物質の放出が予測される中で，放射線管理要員を迅速に現場に派遣し，放射線量お

よび空気中における放射性物質の有無について確認した。 

 測定結果に基づき，必要な防護装備を記載したボードを緊急時対策本部内に配置した。ま

た，現場に出向する要員はボードを確認して，必要な防護装備を装着し現場へ出動した。 

 消火活動，電源車による電源確保，汚染傷病者の救急活動の実働現場においては，保安班

員を派遣し，放射線や放射性物質の状況を把握しつつ速やかに対応した。 

 

【電源機能等喪失時訓練】 

全交流電源喪失事象を踏まえ，電源確保に向けた対応が適切に行われているかを確認する。（電

源確保に向けて必要な情報共有や指揮命令等の訓練結果は本訓練と組み合わせて実施した【アク
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シデントマネジメント訓練】に含む） 

 原子炉および使用済燃料プール注水に必要なポンプ用電源の確保，中央制御室機能を維持

させる電源の確保として，電源車を２号機の所定位置に配備し，２号機原子炉建屋に接続

する実動訓練を実施した。 

 電源車接続場所確保のためのガレキ撤去訓練として，重機による瓦礫撤去場所への自走等

の実動訓練を実施した。 

 

（２）本社 

 ①ＥＲＣプラント班との連携訓練 

ＥＲＣプラント班に対し，発電所の状況および事故収束活動，事象進展等を共有出来るか確認する。 

本社とＥＲＣプラント班が，同様の画面を確認し，プラントパラメータ等の情報を共有出来るか確

認する。 

 官庁連絡班は，チャットシステムやＣＯＰ，ＳＰＤＳ訓練モードなどから得られた一部の情

報については，ＥＲＣプラント班に対し情報提供した。 

 本社本部においては，チャットシステムやＣＯＰ等で共有している情報の他に，事故収束に

向けた活動内容，復旧目標時間，ＥＡＬの判断根拠等のチャットシステムやＣＯＰに記載の

無い情報が必要となった際に，発電所の復旧活動を阻害しないように発電所への問い合わせ

を躊躇してしまい，結果として情報収集ができず，不足する情報があった。 

この結果，官庁連絡班はＥＲＣプラント班に対し，事故収束活動，事象進展等の情報共有が

出来なかった。また，ＥＲＣプラント班からの問合せに対し，官庁連絡班は問合せ内容を本

社内各機能班に確認したが，本社内各機能班はチャットシステムやＣＯＰ，ＳＰＤＳ訓練モ

ードなどの情報以上の情報を得ることができず，ＥＲＣプラント班からの問合せに答えるこ

とが出来なかった。 

 官庁連絡班とＥＲＣプラント班は，お互いにＥＲＳＳ訓練モードの画面を確認して訓練を実

施した。 

 

②通信機器の操作訓練 

ＴＶ会議システム等の使用に支障が発生した場合など，本社本部とＥＲＣプラント班との情報共有

を継続して実施するための代替手段への移行が確実に実施出来るか確認する。 

 ＥＲＣプラント班と統合原子力防災ネットワークを使ったＴＶ会議中に音声不調が発生した

が，速やかにＩＰ電話による音声会議に切り替える事ができ，状況に応じた通信機器の操作

を実施した。 

 

③広報対応訓練 

記者役として社外プレイヤーを招き模擬記者会見を実施する等，広報対応を実施出来るか確認する。 

 模擬記者会見を実施し，記者（社外プレイヤー）からの質問に対して回答出来た。 

 模擬ホームページおよび模擬ＳＮＳによる外部への情報発信対応を実施出来た。 

④後方支援拠点活動訓練 



別紙１ 

8 
 

後方支援拠点における原子力施設外からの事故収束活動支援を想定した対応が行われているかを

確認する。 

 後方支援拠点（浜通り物流センター）に対策本部を設置し，ＴＶ会議，衛星携帯電話等によ

り本社と通信確認，情報共有を実施した。また，ＴＶ会議およびチャットシステムから得ら

れた発電所の情報から，後方支援拠点の移動を検討する等の実態に即した対応を実施した。 

 原災法第１０条事象発生後に速やかに，東北電力(株)および原子力緊急事態支援組織（日本

原子力発電(株)）に連絡し，支援要請を実施した。 

 後方支援拠点（浜通り物流センター）に原子力緊急事態支援組織（日本原子力発電(株)）か

らの派遣要員および遠隔操作資機材の受入並びに東北電力(株)からの派遣要員の受入を実施

した。 

 遠隔操作資機材は後方支援拠点で発電所の要員に引渡し，発電所に搬入した。なお，発電所

では遠隔操作資機材の操作訓練を実施した。 

 

⑤本社内情報共有の確認 

本社本部内の情報共有が適切に行われていることを確認する。 

 初動時において一般災害から原子力災害態勢への変更において要員の参集や対策本部の設営

など円滑に実施した。 

 初動時において，一般災害態勢から原子力災害態勢へ移行する際に引継ぎが円滑に実施でき

なかったため，プラント状況の把握およびその後の発電所支援検討に時間を要した。 

 初動時における原子力防災要員が少ない状況での対応において，班内の業務に優先順位を付

け，分担を明確にしたことできちんと対応できた。但し，一部の班で後から参集してきた原

子力防災要員に対する情報共有に時間を要した。 

 各自治体，ＯＦＣ派遣者に対して，あらかじめ定めている手順や通信連絡設備などを使用し，

適切な情報連携を実施した。 

 

（３）福島本部 

①福島本部による本部運営訓練 

【事象発生時の情報共有】 

発生事象等を福島本部内で共有し，適切に自治体リエゾンおよびＯＦＣへの要員の派遣を判断・

指示出来るか確認する。（今回の訓練では，自治体リエゾンおよびＯＦＣ派遣者は模擬の自治体

およびオフサイトセンターを設置し実施。） 

 第二非常態勢発令（一般災害態勢）に伴い，速やかに対策本部の立上げ（要員参集）を開始

した。 

 要員参集後は速やかに情報を共有し，自治体リエゾンおよびＯＦＣへの要員の派遣を速やか

に判断し指示していた。 

 

 

【事象進展時の情報共有】 
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発電所の情報を自治体リエゾンおよびＯＦＣ派遣者に共有すると共に，自治体リエゾンおよびＯ

ＦＣ派遣者から得られた情報を関係者に共有できるか確認する。 

 チャットおよび通報文から得られた発電所の情報を自治体リエゾンおよびＯＦＣ派遣者に共

有していた。 

 自治体リエゾンおよびＯＦＣ派遣者から，自治体（模擬）からの要望，住民避難状況等をチ

ャットや電話連絡等により速やかに福島本部および本社立地班に共有することが出来た。ま

た，自治体（模擬）からの要望に対して，福島本部内で対応検討ならびに対応指示を行った。 

 

７．防災訓練の評価 

（１）福島第二原子力発電所 

①短時間のうちに事象が進展し，情報が輻輳する中においても本社本部との連携，情報共有等が適切

に行われているかを確認する。 

 基本的な情報は本社本部と共有することができた。しかし，本社が他に情報を必要とした際，

本社は情報が無いにも関わらず発電所への問い合わせを躊躇して情報を入手できなかったこと，

発電所は本社と情報共有を十分できていると認識し本社における情報不足に気づかなかったこ

と等を踏まえ，発電所と本社の情報共有体制の見直しが必要。 

   ａ．チャットシステムおよびＣＯＰによる基本的な情報の本社との共有や，ＣＯＰの情報の共

有方法変更による複数人での閲覧に関する対応，チャットシステムの速やかな入力を優先

したことによる情報の不足については，「６．（１）⑤アクシデントマネジメント訓練」

で確認した。 

ｂ．本社が発電所の復旧活動を阻害しないように発電所への問い合わせを躊躇してしまい，結果

として情報の収集ができず，情報が不足する場面があったこと，また，発電所は本社と情報

共有を十分できていると認識し，本社本部内で発電所の情報が不足していることに気づかず，

情報の提供が不十分となる場面があったこと，結果として本社官庁連絡班はＥＲＣプラント

班からの問合せに答えることが出来なかったことについては，「６．（２）①ＥＲＣプラン

ト班との連携訓練」で確認した。 

 

②短時間のうちに事象が進展し，情報が輻輳する中での緊急時対策本部内での指揮命令，情報共有

が適切に行われているかを確認する。 

 緊急時対策本部はブリーフィングや目標設定会議の適宜実施等により，情報共有は適切に行わ

れていた。なお，目標設定会議において目標時間の設定が決定事項に無かったこと，結果の本

社との共有方法が曖昧だったことを踏まえ，発電所内の情報共有方法の更なる改善が必要。 

ａ．情報が輻輳する中における緊急時対策本部での目標設定会議における復旧目標，復旧戦略，

優先順位等の意思決定，指揮命令および情報共有，については，「６．（１）⑤アクシデン

トマネジメント訓練」で確認した。 

 

③放射性物質の放出および放射線量が上昇する環境下においても組織が有効に機能し，発電所の事

故収束対応が適切に行われているかを確認する。 
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 放射線量や放射性物質の有無の確認，防護装備の装着指示，放射線の状況を踏まえた現場の実

働など，適切に実施することができた。 

ａ．放射性物質の放出および放射線量が上昇する環境下においても緊急時対策組織が有効に機能

し消火活動，電源車による電源の確保，汚染傷病者の救護活動等，発電所の事故収束対応が

手順に従って行われているかは「６．（１）⑤アクシデントマネジメント訓練」で確認した。 

 

④通信環境に障害が発生した場合においても自治体等に対し正確な情報を発信できるかを確認する。 

 通信環境に障害が発生した状況で目標とした１５分以内の通報を実施することができた。 

ａ．局線加入電話回線が使用不可の通信困難な状況下での定められた手順による本社経由の通報

実施については，「６．（１）①通報訓練」にて確認した。 

 

 （２）本社 

①休日昼間での発災に伴い，初動における原子力防災要員が少ない状況での対応が出来るかを確認

する。 

 一般災害から原子力災害態勢に移行する際の参集や本部設営は円滑に実施できたが，引継ぎが

円滑に実施できず発電所支援検討に時間を要したことから，引継ぎ方法を改善することが必要。 

ａ．初動における一般災害から原子力災害態勢への変更，要員の参集，情報の引き継ぎや対策本

部の運営については「６．（２）⑤本社内情報の共有」にて確認した。 

 

②各自治体，ＯＦＣ派遣者との情報連携について確認する。 

 今回の訓練は自治体およびＯＦＣは模擬で実施したが，各自治体，ＯＦＣ派遣者との情報連携

に関する手順および方法について有効であることを確認した。 

ａ．各自治体，ＯＦＣ派遣者との情報連携については「６．（２）⑤本社内情報の共有」および

「６．（３）①福島本部による本部運営訓練」にて確認した。 

 

③後方支援拠点について，今後拠点の変更予定場所である浜通り物流センターにて，通信設備等の確

認を行い本社と連携した対応ができるかを確認する。 

 浜通り物流センターにて，ＴＶ会議や衛星携帯電話等による本社との情報共有および連携対応

ができることを確認し，浜通り物流センターが後方支援拠点として有効である事を改めて確認

した。 

ａ．後方支援拠点での通信設備の確認および本社との連携については「６．（２）④後方支援拠点

活動訓練」にて確認した。 

 

８．平成２７年度からの改善事項 

 （１）福島第二原子力発電所 

  ①ＥＡＬ発令等で本部長を補佐する体制を作る。 

 緊急時対応中において交流電源喪失等の時間管理が必要なＥＡＬの発令やＥＡＬの判断に迷う

事象に対して，本部スタッフ（防災安全ＧＭ）が本部長を補佐し，ＥＡＬ判断時間到達の通知
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や，ＥＡＬ解釈の助言等を行い，本部長を補佐する体制として訓練を実施した。 

その結果，ＥＡＬ発令の漏れや判断の遅れがなく，補佐役が有効に機能することを平成２８年

度防災訓練で確認した。 

【７．（１）②ａ．で確認】 

 

②ＣＯＰは情報共有ツールとして重要であることが確認されたため，初回提示および状況変更提示ま

での時間をさらに短縮する。 

 ＣＯＰ提示については，緊急時対応上有効な手段であるが，Ｅｘｃｅｌにより閲覧するもので

あり，複数で確認する際にファイルの表示に時間がかかっていたためＰＤＦ化したＣＯＰを提

示することで，短時間で掲示できるようにした。 

その結果，複数人が確認する際においても，ファイルを短時間で展開でき確認が容易となるこ

とを平成２８年度防災訓練で確認した。 

【７．（１）①ａ．で確認】 

 

③ブリーフィングについて，実施時期，内容等のルール化を行う。 

 ブリーフィングについては，本部内での情報共有の観点で有用であったが，開催時期，発話内

容等がルール化されておらず，情報の共有にバラツキがあった。そのため，開催時期，発話者，

発話者ごとの発話内容等をルール化して対応したことにより，的確に本部内の情報共有ができ

ることを平成２８年度防災訓練で確認した。更に，過酷事象の対処など，検討が必要な場合に

開催する目標設定会議を新たに設定し，情報共有の強化を行った。 

【７．（１）②ｂ．で確認】 

 

④自治体側へより正確で理解しやすい情報を伝えるため，通報文の内容を補完出来るような運用の検

討を行う。 

 通報の時間的余裕が無い中で，解りやすい通報文を作成するために，通報文の内容を補完する

通報文例を作成し，必要な内容をコピーし貼り付ける運用とすることにより，短時間でも的確

な情報発信が行えることを平成２８年度防災訓練で確認した。 

【７．（１）④で確認】 

 

⑤発電所から避難する緊急時対策要員以外の社員における役割が定まっていないことから，後方支援

拠点等での運営や補助等の役割を検討する。 

 所員全員を原子力防災要員とし役割を定めたことから，発電所から後方支援拠点への応援要員

は派遣しないこととした。また，後方支援拠点へ発電所の応援要員を派遣せずとも後方支援拠

点機能が有効であることを確認した。 

【７．（２）③後方支援拠点活動訓練で確認】 

 

（２）本社 

①福島第一原子力発電所の重要情報の把握のため，情報を入手する方法や必要とされる情報を識別し，
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運用をルール化する。 

 今回の防災訓練では，福島第一原子力発電所との同時被災を考慮しなかったが，福島第一

原子力発電所発災時は，本社から福島第二原子力発電所に対して，伝える必要があるＥＡ

Ｌ発生情報※を発話し，詳細情報はチャットシステムで共有する運用とし，平成２９年３月

の防災訓練にて有効性を確認した。 

※：１報目の１０条通報，１５条報告および放射線量・放射性物質の放出に関するＥＡＬ 

 

②自治体からの要望事項に迅速に対応できるよう，福島本部と本社立地班でオフサイトに関する体制

の見直し行う。 

 発電所・本社・福島本部から要員を派遣し，ＯＦＣで自治体からの要請事項に迅速に対応出来

る体制を構築し，平成２９年３月の防災訓練にて有効性を確認した。また，今回の訓練では以

下のことを確認した。 

・発電所近辺の住民避難情報については，自治体（模擬）から付与した情報が福島本部を通じ

て速やかに本社立地班まで共有できた。 

・本社立地班も，福島本部から得た情報を滞りなく本社本部内へプロジェクターや紙で情報共

有できた。 

・自治体（模擬）からの要請に対しては，福島本部側で一元的な対応ができていた。対応の検

討も早く，自治体（模擬）からの要請に対する回答も対応できた。 

【６．（３）①で確認】 

 

９．今後の原子力災害対策に向けた改善点 

（１）発電所と本社の情報共有体制の見直しが必要 

本社が発電所の復旧活動を阻害しないように発電所への問い合わせを躊躇してしまい，結果とし

て情報の収集ができず，情報が不足する場面があった。また，発電所は本社と情報共有を十分でき

ていると認識し，本社本部内で発電所の情報が不足していることに気づかず，情報の提供が不十分

となる場面があった。結果として本社官庁連絡班はＥＲＣプラント班からの問合せに答えることが

出来なかった。これらは「発電所内での情報の整理」，「発電所と本社の情報共有」，「本社から

ＥＲＣへ提供する情報の整理」の３つの課題があったと考えられる。 

このことから，以下の改善を行う。 

・チャットシステムへの入力については入力テンプレートを作成し，入力が必要な情報を整理す

ると共に，短時間で入力できるようにする。 

・発電所および本社の各機能班のカウンターパートによる情報の共有について，再度周知を実施

するとともに，緊急の情報共有用に本社および発電所にそれぞれ情報共有担当を設置し，試行

を重ねる。 

・発電所の目標設定会議の決定事項をまとめ，共有する様式を検討する。 

【７．（１）①および７．（１）②に対する改善点】 

 

（２）発電所内情報共有方法のさらなる改善 
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目標設定会議における決定事項に対応目標時間が無かったことや決定事項の本社との共有方法

が曖昧であったことなどから，目標設定会議における決定事項，決定された事項の発電所緊急時対

策本部内および本社本部との共有方法を明確にする。 

【７．（１）②に対する改善点】 

 

（３）本社内の一般災害態勢から原子力災害態勢への引継ぎ方法の改善 

一般災害態勢から原子力災害態勢への引継ぎが円滑に実施できなかったため，プラント状況の把

握およびその後の発電所支援検討に時間を要したことから，体制の見直しを含め，引継ぎ方法を検

討する。 

【７．（２）①に対する改善点】 

 

 以 上 


